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１）新公益法人制度改革の概要及びYACの対応検討

①概 要
目的：民間非営利部門の活動の健全な発展を促進し民による公益の

増進に寄与するとともに、主務官庁の裁量権に基づく許可の不
明瞭性等の従来の公益法人制度の問題点を解決すること

○平成２０年１２月１日の新制度施行後５年間は特段の手続きをとること
なく従来と同様の法人（特例民法法人）として存続

○平成２５年１１月末の移行申請期限までに、公益社団・財団法人または
一般社団･財団法人のいずれかに移行。または解散

一般社団･財団法人：「一般社団法人及び一般財団法人に関する法
律」の要件を満たせば、登記のみで設立可

公益社団･財団法人：一般社団・財団法人のうち、「公益社団法人及
び公益財団法人の認定等に関する法律」の基
準を満たしている法人を、行政庁が認定
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②ＹＡＣの対応検討

○YAC活動を実施する上で法人格が必要
○活動等に必要な科学館等の施設借用に名義が必要
○地方公共団体の補助金を受ける、企業等からの協賛金受領の上で

法人格が必要
○非営利団体であることが望ましい

↓
〈希望要件〉
○法人格を有すること
○公益非営利法人が望ましい
○現在は特例民法法人（財団法人）

↓

〈結 果〉
※財団法人、更には公益財団法人を目指す
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２）公益目的事業の判定

事業種類による検討(A判定）
２３項目の事業の種類があるうち
１．学術及び科学技術の振興を目的とする事業
７．児童又は青少年の健全な育成を目的とする事業

などに該当する

事業区分による検討（B判定）
１８項目の不特定かつ多数の利益の増進に関する事業区分のうち
３．講座、セミナー、育成（講座、講習、セミナー、シンポジウム、人材育成、

育成、研修会、学術集会、学術講演会）
４．体験活動等（イベント、体験、体験教室、ツアー、観察会）

などに該当する

日本宇宙少年団が行っている「宇宙教育･啓発事業」については上記A判定、B判定
共に要件を満たすため、公益目的事業として認められると思われる
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３）公益認定スケジュール及び要件の概略（決定すべき項目）
〈平成２３年度中の申請、認定を目指す〉

①現状分析･課題抽出、事業計画、スケジュール確定等
法律に照らした現状分析･課題抽出等検討等

②公益認定基準関係
事業区分の検討、区分ごとの公益性の検討等

③事業計画と予算の策定、整合性検証
年間予算決算の策定等

④財務諸表の調製、科目体系の組替
平成２０年度会計基準の適用時期の検討等

⑤組織体制の整備
最初の評議員の選任方法の検討
最初の評議員の選定、最初の役員等の選任について検討

⑥定款改正・関係諸規則の改正の検討
定款骨子案、改廃規則案の検討、作成

⑦認定申請
認定申請書類・添付書類の作成･確認、提出、移行認定

⑧認定後
認定後主たる事務所で２週間以内に登記、行政庁等に届提出
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